
堺市重度障害者入院時コミュニケーション支援費の支給に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条第１項第６号の規定に基づき、精

神疾患に係る入院を除き、医療機関に入院する意思疎通について支援が必要な障害者又

は障害児（以下これらを「障害者等」という。）につき、当該医療機関の職員等との意思

疎通を仲介する者の派遣による支援（以下「入院時コミュニケーション支援」という。）

に要する費用（以下「支援費」という。）の支給について必要な事項を定める。 

（支給対象者） 

第２条 支援費の支給の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する障害者等とする。 

(1) 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護若しくは重度障害者等包括支援につい

て法第１９条第１項に規定する支給決定又は法第７７条第１項第８号の移動支援事業

に係る支給決定を受けている者（本市の支給決定を受けた者に限る。）。ただし、重度訪

問介護の支給決定者のうち障害支援区分４以上の者は対象外とする。 

(2) 法第２０条第２項（法第２４条第３項において準用する場合を含む。）の調査におい

て、障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成

２６年厚生労働省令第５号）別表第一認定調査項目６「認知機能」群のうち、「コミュ

ニケーション」の項目による調査結果が「日常生活に支障がない」以外である者又は「説

明の理解」の項目による調査結果が「理解できる」以外である者又はこれらと同等の状

態にある者 

(3) 法第１９条第３項に規定する特定施設入所障害者（法第５条第１５項に規定する共同

生活援助を行う住居に入居している者を除く。）でない者 

(4) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２４第１項の規定により引き続

き障害児入所給付費等の支給を受けている者でない者 

(5) 就学前の児童でない者 

（支給申請） 

第３条 支援費の支給を受けようとする障害者又は障害児の保護者は、堺市重度障害者入

院時コミュニケーション支援費支給申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならな

い。 

（支給決定） 

第４条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、支給を行うこと

が適当であると認めるときは、申請者に対し支援費の支給決定（以下単に「支給決定」と

いう。）を行うものとし、その旨を堺市重度障害者入院時コミュニケーション支援費支給

決定通知書（様式第２号。以下「支給決定通知書」という。）により申請者に通知するも

のとする。 

２ 市長は、前項の規定による審査の結果、支給を行うことが適当でないと認めるときは、

その旨を堺市重度障害者入院時コミュニケーション支援費却下決定通知書（様式第３号）

により申請者に通知するものとする。 

（支給決定の有効期間） 

第５条 支給決定の有効期間は、当該支給決定の日の属する月の翌月の初日から起算して

３年間の範囲内において市長が定めるものとする。 



（利用方法） 

第６条 支給決定を受けた者（以下「受給者」という。）は、入院時コミュニケーション支

援を受けようとするときは、事業者（法第２９条第１項の規定による指定又は堺市障害者

移動支援費の支給等に関する要綱（平成１８年制定）第１８条の登録を受けている事業者

に限る。以下同じ。）に支給決定通知書を提示しなければならない。 

２ 事業者は、入院時コミュニケーション支援を実施したときは、その都度、入院時コミュ

ニケーション支援サービス提供実績記録票（様式第４号）に必要事項を記載し、受給者の

確認を受けなければならない。 

（申請内容の変更の届出） 

第７条 受給者は、氏名、住所その他の申請書に記載の事項について変更が生じたときは、

当該変更の日から１４日以内に、その旨を堺市重度障害者入院時コミュニケーション支

援申請内容変更届出書（様式第５号）により市長に届け出なければならない。 

（支給決定の取消し） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、支給決定を取り消すことができ

る。 

(1) 支給決定に係る障害者等が入院時コミュニケーション支援の提供を受ける必要がな

くなったと認めるとき。 

(2) 支給決定に係る障害者等が第２条各号の規定のいずれかに該当しなくなったと認め

るとき。 

 (3) 第３条の規定による申請に当たり虚偽の申請をしたとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、支援費の支給を行うことが適当でないと市長が認めると

き。 

２ 市長は、前項の規定による支給決定の取消しを行ったときは、その旨を堺市重度障害者

入院時コミュニケーション支援費支給決定取消通知書（様式第６号）により受給者に通知

するものとする。 

（請求及び支給） 

第９条 受給者は、支援費の支給を受けようとするときは、事業者に当該支援費の請求及び

受領の権限を委任しなければならない。 

２ 前項の規定により委任を受けた事業者は、支援費の支給を受けようとするときは、入院

時コミュニケーション支援を行った日の属する月の翌月の１０日までに堺市重度障害者

入院時コミュニケーション支援費請求書（様式第７号）に次に掲げる書類を添付して、市

長に請求しなければならない。 

(1) 堺市重度障害者入院時コミュニケーション支援費明細書（様式第８号） 

 (2) 入院時コミュニケーション支援サービス提供実績記録票の写し 

３ 市長は、前項の請求書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と認めるときは、

入院時コミュニケーション支援を実施した日の属する月の翌々月の末日までに、支援費

を支給するものとする。 

４ 前項の規定にかかわらず、入院時コミュニケーション支援を実施した日の属する月の

翌月１１日以後に請求が行われたときは、請求があった日の属する月の翌々月の末日ま

でに、支援費を支給するものとする。 

（支給量及び支給する額） 

第１０条 支援費の支給の対象となる支援の量（入院時コミュニケーション支援を受ける



ことができる時間をいう。以下「支給量」という。）は、３０分を単位とし、１月当たり

５０時間を限度とする。 

２ 支援費として支給する額は、次の表に定めるとおりとする。 

支給量 支給する額 

３０分 １，１１３円 

１時間 ２，０８８円 

１時間３０分 ２，９２５円 

２時間以上 
２時間 ３，６６７円 

以後３０分ごと ３，６６７円に７４２円を加算した額 

（コミュニケーション支援員） 

第１１条 事業者が入院時コミュニケーション支援の実施に当たって、医療機関に派遣す

る者（以下「コミュニケーション支援員」という。）は、第４条第１項の支給決定に係る

障害者等につき、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護若しくは重度障害者等包

括支援を実施した実績を有する者又は移動支援事業に係る移動支援を実施した実績を有

する者で、次の各号のいずれかに該当するものでなければならない。 

 (1) 介護福祉士 

 (2) 居宅介護職員初任者研修又は、基礎研修の課程の修了者（平成２５年３月３１日にお

いて現に当該課程に相当するものとして都道府県知事が認める研修の課程を修了した

ものを含む。） 

  (3) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２項に規定する政令で定める者 

(4) 看護師又は准看護師 

 (5) 視覚障害者外出介護従業者養成研修課程修了者（視覚障害者及び視覚障害児への支援

に限る。） 

 (6) 全身性障害者外出介護従業者養成研修課程修了者（全身性障害者及び全身性障害児へ

の支援に限る。） 

 (7) 知的障害者外出介護従業者養成研修課程修了者（知的障害者、精神障害者、知的障害

児及び精神障害児への支援に限る。） 

(8) 日常生活支援従業者養成研修課程修了者（全身性障害者及び全身性障害児への支援に

限る。） 

 (9) 行動援護従業者養成研修課程修了者（知的障害者、精神障害者、知的障害児及び精神

障害児への支援に限る。） 

 (10) 重度訪問介護従業者養成研修課程修了者（全身性障害者及び全身性障害児への支援

に限る。） 

(11) 都道府県知事等から居宅介護又は移動支援に関する必要な知識及び技術を有すると

認める旨の証明書の交付を受けた者 

(12) 同行援護従業者養成研修一般課程修了者(視覚障害者及び視覚障害児への支援に限

る。) 

 （調査及び指導） 

第１２条 市長は、必要があると認めるときは、事業者に対し、入院時コミュニケーショ

ン支援の実施等について報告又は書類の提出を求めることができる。この場合におい

て、事業者に入院時コミュニケーション支援の実施等について適当でないと認める部分



があるときは、当該事業者に対して改善指導を行うものとする。 

２ 市長は、前項の改善指導において改善が認められるまでの間は、入院時コミュニケーシ

ョン支援事業の中止を命ずることができる。この場合において、市長は、あらかじめ書面

をもって事業者に通知するものとする。 

（委任） 

第１３条 この要綱の施行について必要な事項は、所管部長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２２年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行日を始期とする支給決定の有効期間は、第５条の規定にかかわらず、１

８か月間以内とする。 

（施行前の準備） 

３ 第３条に規定する支給申請に係る手続は、この要綱の施行前においても行うことがで

きる。 

   附 則 

  この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の後、障害程度区分の有効期間内の者で、改正前の堺市重度障害者入院

時コミュニケーション支援費の支給に関する要綱第２条第２号の規定により支援費の支

給の対象となる者については、改正後の同要綱第２条第２号の規定により支援費の支給

の対象となる者とみなす。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の堺市重度障害者入院時コミュニケーション支援費の支

給に関する要綱の様式に関する規定により作成され、現に保管されている帳票について

は、当分の間、適宜修正の上、改正後の堺市重度障害者入院時コミュニケーション支援費

の支給に関する要綱の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年１１月１日から施行する。 



（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の堺市重度障害者入院時コミュニケーション支援費の支

給に関する要綱の様式に関する規定により作成され、現に保管されている帳票について

は、当分の間、適宜修正の上、改正後の堺市重度障害者入院時コミュニケーション支援費

の支給に関する要綱の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるものとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の堺市重度障害者入院時コミュニケーション支援費の支

給に関する要綱の様式に関する規定により作成され、現に保管されている帳票について

は、当分の間、適宜修正の上、改正後の堺市重度障害者入院時コミュニケーション支援費

の支給に関する要綱の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるものとする。 

附 則 

  この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 


